液化石油ガス事故の第三者被害救済事業運営細則
この細則は、液化石油ガス事故の第三者被害救済事業運営規程（以下「規程」という）第10条に基づき、本事業の運営に関する細部の具体的事項を定める。

Ⅰ　救済の対象となる第三者等の範囲

１．救済の対象となる第三者の定義

ＬＰガスの供給及び消費に関与していた者（ＬＰガスの消費に関与していた者を、以下「消費グループ」という）以外の、ＬＰガス事故によって被害を蒙った者を第三者といい、原則として規程第３条に定めるＬＰガス事故による被害第三者を救済の対象とする。

２．救済の対象とする条件

　被害第三者が、軽傷以上の被害を受けていること。但し、医師の治療を必要としない程度の軽微な傷害者を除く。
３．第三者より除外する者

(1) ＬＰガスの消費に関与若しくは連帯責任を負う一つの消費者グループの構成員相互。

ＬＰガス消費設備の所有、占有、使用、管理に関与する者及びＬＰガスを共同の目的で使用している者達を一つの「消費者グループ」とし、この一消費者グループに属する者は原則として互いに第三者とはみなさない。具体的には次のとおり。

イ．一戸の建物内に居住し且つ生計を一つにする者
（同一戸籍の有無を問わず同一世帯に属する家族。内縁、同棲等事実上の家族とみなされるもの、同居人を含む）
ロ．別居している同一戸籍の親族（内縁関係の者を含む）

ハ．一企業、一団体、同一職場の構成員、事故防止に職務上責任のある者
ニ．一時的に参集し、共同の目的でＬＰガスを使用する者達

(2) ＬＰガス事故の原因に責任がある者（以下「事故の原因者」という）。

どのような場合であってもＬＰガス事故の原因者は第三者から除外する。また、この原因者と同一の消費グループに属する者は互いに第三者とはみなさない。
但し、以上の者であっても審査委員会において、特別に救済対象の承認を得た者はこの限りではない。

　　原則によりがたい者、解釈に疑義のある者については、審査委員会に照会し、その決定に従う。

Ⅱ　救済見舞金給付基準

1． 死亡見舞金

死亡者に対する救済見舞金は１人５０万円（定額）とする。

2． 傷害見舞金

重傷者及び給付対象とする軽傷者に対する救済見舞金は次の区分による。

(1)重傷者　１人　３０万円（定額）
(2)軽傷者  １人　　３万円（定額）
3． 後遺障害見舞金

被害第三者が後遺障害を蒙った場合、後遺障害者に対しては、以下の区分に従いそれぞれの額を傷害救済見舞金に加算して給付することが出来る。この場合は審査委員会の承認を必要とする。
(1) 終身自分１人で生活することが出来ない程度の傷害 ➡ 加算額20万円（傷害見舞金との合算限度額50万円）

(2) 日常生活に著しく不便を来す程度の傷害（片眼失明、片手、片足喪失等） ➡ 加算額15万円（傷害見舞金との合算限度額45万円）

(3) 日常生活に不便を感じる程度の傷害 ➡ 加算額10万円（傷害見舞金との合算限度額40万円）
(4) 顔面その他、人目に触れるところに著しい醜状を残すもの ➡　加算額5万円（傷害見舞金との合算限度額35万円）

具体例は別途示す。

後遺障害の適用にあたっては医師の診断書の提出を求めるものとする。

4． 救済見舞金の特認増額または減額

事故の状況、社会事情その他特別の事由がある場合には、審査委員会の決裁を経て救済見舞金の額を増額または減額することが出来る。

Ⅲ　救済見舞金給付に関する運営要綱

従前、支部が担うことになっていた「①事故発生の把握②事故調査③被害第三者要救済の有無の判断④救済額の決定⑤救済金の交付⑥特認申請の必要性の判断と手続き」は「①」を除き原則、本部で行うこととする。

　　救済見舞金給付に関する本部及び支部における業務は次のとおりとする。

１．支部においては、販売店からの報告、新聞報道、警察・消防機関からの情報等によりＬＰガス事故を把握した場合は、直ちに「ＬＰガス事故報告書」を作成し本部に送付する。

２．その「ＬＰガス事故報告書」に基づき、本部においては、第三者被害の存在及び被害の程度を確認し、不明の点がある場合には具体的な調査事項を示して支部に確認を依頼する。なお、本部が直接現地調査を行い確認することが必要と判断される場合には現地調査を行うものとする。
３．本部においてはこの他、経済産業省News Release及び経済産業省産業保安のホームページにおいて掲示されたＬＰガス事故、さらに、ＬＰガス関係の業界新聞などで把握したＬＰガス事故を分析し、第三者被害の有無を把握した上、該当する事故である場合には現地調査を行う等により第三者被害救済の必要性を判断する。
４．本部で第三者被害救済の必要があると認められた場合には、審査委員会にその内容を説明し、救済給付金支払の決裁を受けるものとする。

本部は、救済対象者及び支払金額が規定どおりであり、且つ、１件の支払額が５０万円に満たない場合には、審査委員会の開催をまたずに事務局限りの決裁で給付金の支払いを行うことができる。この場合には、支払いを行った日の直近に開催される審査委員会に報告を行い、事後承認決裁を求めるものとする。
５．本部は、救済見舞金給付の必要がある案件がある場合は、毎月１回審査委員会に支部からの事故報告書または本部作成事故報告書を提出し、その承認を求める。
なお、後遺障害の適用を図る場合には医師の診断書を併せて提出する。
緊急を要する場合にはその都度審査委員会の承認を求める。
６．特認申請

次の場合には、審査委員会の審査、決裁を受ける。

1 救済対象第三者であるか疑義がある場合

2 除外対象としている第三者ではあるが、特別に救済対象としたい場合
3 救済見舞い金額を基準より増額または減額して給付する必要がある場合
4 その他、特別に承認を得る必要がある場合

７．救済金の交付

審査委員会で承認を受けた場合には、所要の金額を被害者に交付する。この交付は、「一般財団法人全国ＬＰガス保安共済事業団」名を持って行い、本部が直接交付する。
８．本部は、本事業の運営に関し、半年ごとにその内容をとりまとめ運営委員会に報告する。

９．救済見舞金支払い事故については、審査委員会の決裁、承認の記録を添付して、運営委員会、評議員会及び理事会に報告する。

10. 本事業において、支部が係わった事務に要した経費を補てんするために別途定める経費を交付する。

Ⅳ　第三者被害救済事業運営委員会

１．運営委員会の設置目的

　　　運営委員会は、本事業の適正な運営について、指導、監督を行うことを目的として設置する。

２．運営委員会の指導監督の内容

(1) 第三者被害救済事業の実施状況の報告を受け、被救済者の決定や救済金額が妥当で　　あるか、救済見舞金給付が円滑に行われているか等、当該事業が適正に運営されているかどうかについて検討し、必要な指導を行う。

(2) 本事業の運営経費の適切な支出を確保するために経費の執行状況を審査する。ただし、この審査は事業団の監事の行う会計監査とは異なる。

(3) 本事業の運営のあり方、事務処理等に改善を要すべき事項を認めた場合は、その変更、改善の指導を行う。

３．運営委員会の構成

　　運営委員会は事業団本部内に置き、拠出金の支出団体を代表する者及び学識経験者等液化石油ガスに知見を有する者並びにＬＰガス事業者賠償責任保険を取り扱う損害保険会社の代表のうちから理事長が委嘱する者をもって構成する。委員の任期は２年とし、期間が経過した場合は改めて委嘱する。
委員長は互選によって決定する。

４．運営委員会の成立

委員会は、委員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数の同意をもって決定する。委員が委員会に出席出来ない時は、代理者の出席を認める。
やむを得ない事情のため委員会に出席出来ない委員は、予め通知された事項について、書面若しくは出席した代理者をもって決議に加わることが出来る。

５．運営委員会の開催、議事要領

(1) 委員会は半年に１回開催することを原則とし、必要な都度、委員長がこれを招集する。

(2) 本部事務局から本事業実施報告、収支報告及び審査委員会議事録その他の記録の提出を受け、事業進捗状況及び運営の実態につき検討を行う。

６．運営委員会委員長は、委員会において指摘、指導した事項につき、事業団理事会に報告する。

７．運営委員会の費用

事業団の会議における支出に準ずる。

Ⅴ　第三者被害救済見舞金審査委員会

１．審査委員会の目的

審査委員会は、ＬＰガス事故によって人身被害を蒙った者について、規定に定める救　済対象に該当するか否かの認定を行い、適正な救済見舞金の額の算定を行うことを目的として設置する。
２．審査事項

審査委員会は、次の事項の審査認定を行う。

(1) 救済見舞金給付の決定

(2) 一定の基準に該当し、全く疑義がないと事務局が判断して救済見舞金を給付したものについての事後承認

(3) 救済見舞金給付の対象の認定及び特認

①救済見舞金給付の対象とすることに疑義がある場合の認定

②救済見舞金給付の対象から除外することの適否に疑義がある場合の認定

③特別の事情がある場合において、基準外の者について救済見舞金給付の対象とすべきことの特認

(4) 救済見舞金の額の決定または特認

①特別の事情がある場合において救済見舞金の増額または減額をすることの特認

②後遺障害の程度の審査認定と、給付すべき救済見舞金の額の決定

３．審査委員会の構成

委員会は事業団本部内に置き、事業団専務理事を委員長とし、事業団理事のうち２名及びＬＰガスに係る技術的な問題に対応するため、ガス警報機工業会事務局長、並びに一般社団法人日本エルピーガス供給機器工業会技術担当部長をもって構成する。委員が委員会に出席できない時は、代理出席を認める。
また、必要に応じて、関係の支部長に委員会に出席を要請することが出来るものとする。

なお、オブザーバーとして経済産業省商務流通保安グループガス安全室に必要に応じて出席を要請するものとする。

４．審査委員会の招集

委員会は、原則として毎月１回定例で開催する外、必要に応じ随時開催する。

会議は、委員長がこれを招集する。
当該月に審査事項がない場合は、委員会を招集しない。

５．審査委員会の成立

委員会は、委員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数の同意をも　って決定する。

やむを得ない事情のため委員会に出席出来ない委員は、予め通知された事項について、書面若しくは出席した代理者をもって決議に加わることが出来る。

６．審査要領

本部事務局は、案件を審査に付する場合には、関係資料をとりまとめ整理し、各委員の審査を求める。
この審査において必要がある場合には、運営委員会を構成する液化石油ガスに知見を有する者及びＬＰガス事業者賠償責任保険を取り扱う損害保険会社の代表者の委員会出席者を要請し、その意見を求めて審査を行うことが出来るものとする。
なお、具体的審査要領は別途定める。

７．議事録

委員会の議事の経過及び決裁事項は議事録を作成し記録保存する。

８．審査委員会の費用

委員に対して旅費を支給することが必要な場合は、事業団会議旅費算定基準に準ずるものとし、その他の会議費用の負担は事業団の会議に準ずる。
Ⅵ　本細則の実施の時期

本細則は、平成22年４月１日から施行する。

改正： 平成24年4月１日から実施する。

改正： 平成24年9月19日から実施する。

改正： 平成28年5月24日から実施する。
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